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平成２２年２月１２日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官

平成２１年（ワ）第３３４５８号 損害賠償請求事件

平成２１年（ワ）第３７２７８号 損害賠償請求反訴事件

口頭弁論終結日 平成２１年１２月１１日

判 決

神奈川県相模原市＜以下略＞

本訴原告（反訴被告） 株式会社イー・ピー・ルーム

（以下「原告」という ）。

東京都港区＜以下略＞

本訴被告（反訴原告） 住石マテリアルズ株式会社

（以下「被告」という ）。

同訴訟代理人弁護士 冨 永 敏 文

同 尾 原 央 典

主 文

１ 原告の本訴請求に係る訴えを却下する。

２ 原告は，被告に対し，２１万円及びこれに対する平成２１年１０月２３日

から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

３ 訴訟費用は，本訴反訴を通じ，原告の負担とする。

４ この判決は，第２項に限り，仮に執行することができる。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 本訴

被告は，原告に対し，１０万円及びこれに対する平成２１年８月１日から支

払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２ 反訴

主文第２項と同旨
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第２ 事案の概要

１ 本訴は，被告との間で放電焼結機及びワークローダーを製造納入する旨の契

約を締結した原告が，放電焼結機の設計図等の原図を被告に送付したところ，

被告が原図を複製し，第三者に頒布して放電焼結機を製造させ，被告名で販売

した行為が上記契約に違反するとして，被告に対し，契約違反（債務不履行）

による損害賠償請求権に基づき，損害賠償金１０万円及びこれに対する訴状送

達の日の翌日である平成２１年８月１日から支払済みまで民法所定の年５分の

割合による遅延損害金の支払を求める事案である。

反訴は，被告が，原告が提起した本訴に係る訴えは原被告間の関連訴訟の確

定判決において認められなかった請求と実質的に同一の請求を行うものであ

り，原告による本訴の提起及び維持は被告に対する不法行為に当たるとして，

原告に対し，不法行為による損害賠償請求権に基づき，損害賠償金２１万円及

びこれに対する反訴状送達の日の翌日である平成２１年１０月２３日から支払

済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案であ

る。

２ 前提となる事実（証拠等は各項に掲記）

( ) 原告が有していた特許権1

原告は，以下の特許（以下「本件特許」といい，本件特許に係る特許権を

「本件特許権」という ）の特許権者であった （甲１の１，１０の別紙１，。 。

乙１～３，弁論の全趣旨）

記

特 許 番 号 第２６４０６９４号

発明の名称 放電焼結装置

出 願 日 平成２年９月１８日

優 先 日 平成２年２月２日

公 開 日 平成４年１月１４日
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公 開 番 号 特開平４－９４０５号

登 録 日 平成９年５月２日

( ) 本件特許取消の経緯（甲１０の別紙２０，乙１～３，弁論の全趣旨）2

ア 被告（旧商号「住友石炭鉱業株式会社 ）は，平成１０年２月１３日，」

本件特許について，特許異議の申立てをし（平成１０年異議第７０６８２

号。以下「本件特許異議申立て」という ，特許庁は，平成１３年７月。）

４日，本件特許を取り消す決定をした（以下「本件取消決定」という 。。）

本件取消決定の理由は，平成７年３月１４日付けの手続補正は明細書又

は図面の要旨を変更するものであり，本件特許の出願日は平成７年３月１

４日とみなされるから，本件特許に係る発明は，その出願前に頒布された

刊行物（特開平４－９４０５号公報）に記載された発明に基づいて当業者

が容易に発明をすることができたものであり，本件特許は，特許法２９条

２項に違反してされたものである，というものである。

イ 原告は，本件取消決定の取消しを求めて，東京高等裁判所に取消訴訟を

提起した。同裁判所は，平成１５年４月９日，原告の請求を棄却する判決

をした。

ウ 本件取消決定は，平成１５年１０月９日，上告不受理決定等により確定

した。

( ) 原被告間の関連訴訟3

ア 東京地方裁判所平成１８年(ワ)第４４２８号，同第６６３１号事件（以

下「前訴事件①」という （乙１，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 前訴事件①は，原告が，被告に対し，①本件特許異議申立ては，実公

昭４６－５２８９号が存在するにもかかわらずされたものであり，不法

行為に当たるとして，損害の一部請求として１０万円の支払，②本件取

消決定の取消理由が無効であることの確認等を求めた事案である。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成１８年６月３０日，上記無効確認請求を却下
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し，損害賠償請求を棄却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件①に関する判決は確定している。

（ 「 」イ 東京地方裁判所平成１８年(ワ)第１１２１０号事件 以下 前訴事件②

という （乙２，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 前訴事件②は，原告が，被告に対し，本件特許異議申立ては権利の濫

用であり不法行為に当たるとして（すなわち，本件特許の出願に関する

平成７年３月１４日付けの手続補正に係る事項は，実公昭４６－５２８

９号により公知であり，上記補正は要旨変更には該当せず，本件取消決

定における取消理由は理由がないから，本件特許異議申立ては権利の濫

用であり許されないとして ，１５億円の損害の一部請求として１０万）

円の支払を求めた事案である。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成１８年８月３１日，上記不法行為に基づく損

害賠償請求を棄却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件②に関する判決は確定している。

（ 「 」ウ 東京地方裁判所平成１８年(ワ)第１７６４４号事件 以下 前訴事件③

という （乙３）。）

(ｱ) 前訴事件③は，原告が，被告に対し，主位的に，本件特許異議申立て

は権利の濫用であり不法行為に当たるとして（すなわち，本件特許の出

願に関する平成７年３月１４日付けの手続補正に係る事項は，当業者が

容易に想到し得るものであり，また，実公昭４６－５２８９号により公

知であり，上記補正は要旨変更には該当せず，本件取消決定における取

消理由は理由がないから，本件特許異議申立ては権利の濫用であり許さ

れないとして ，１５億円の損害の一部請求として１０万円の支払を求）

め，予備的に，被告は，原告の放電プラズマ焼結機の設計図のうち原告

の署名を被告の署名に貼り替えて，設計図を複製し，これに基づいて，

放電焼結機を株式会社南雲電装（以下「南雲電装」という ）に製造販。
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売させて，１億円の利益を得，原告は同額の損害を被ったとして，上記

設計図の著作権侵害に基づき，１億円の損害の一部請求として１０万円

の支払を求めた事案である。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成１８年１０月２４日，要旨次のとおり判示し

て，上記主位的請求及び予備的請求に係る訴えをいずれも却下する判決

をした。

ａ 主位的請求について

金銭債権の数量的一部請求訴訟で敗訴した原告が残部請求の訴えを

， ， 。提起することは 特段の事情がない限り 信義則に反して許されない

前訴事件③における主位的請求は，前訴事件①及び前訴事件②にお

ける損害賠償請求と同一の理由に基づく損害賠償請求の残部を請求す

るものであり，実質的には上記各前訴事件で認められなかった請求及

び主張を蒸し返すものと評価せざるを得ない。前訴事件③の主位的請

求は，上記各前訴事件の確定判決により当該損害賠償請求権の全部に

ついて紛争が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に二重の

応訴の負担を強いるものというべきである。原告が上記各前訴事件に

おいて訴訟活動を充分になし得なかった事由は存しないから，原告の

前訴事件③の主位的請求を認めないと当事者間の公平を害するような

特段の事情もない。

前訴事件①及び前訴事件②で敗訴した原告が，前訴事件③において

本件特許異議申立てが不法行為に当たることを理由とする損害賠償請

求をすることは，信義則に反し許されないというべきである。

ｂ 予備的請求について

予備的請求に係る訴えは，併合の要件を欠くものであって，許され

ないというべきである。

エ 知的財産高等裁判所平成１８年(ネ)第１００８６号事件（以下「前訴事
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件③控訴事件」という （乙４，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件③の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判

所に控訴した。なお，原告は，控訴審において，予備的請求に係る訴え

を取り下げた。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成１９年３月２８日，１審判決と同様の理

由により，前訴事件③の訴えは，信義則に反し，訴権の濫用に当たり許

されないものであるとして，訴えを却下する判決をした。

(ｳ) 前訴事件③に関する判決は確定している。

オ 東京地方裁判所平成１８年(ワ)第２２３５５号事件，同第２６６１２号

反訴事件（以下「前訴事件④」という （乙５）。）

(ｱ) 前訴事件④の本訴は，原告が，以下のように主張して，被告に対し，

損害賠償金の支払を求めた事案である。

① 本件特許の出願に関する平成７年３月１４日付けの手続補正に係る

事項は，実公昭４６－５２８９号公報等により本件特許の出願時にお

いて周知，慣用であったから要旨変更に当たらないこと等５つの理由

により本件取消決定は無効とされるべきものであり，被告による本件

特許異議申立ては権利の濫用として不法行為に当たり，原告は，被告

に対し，１５億円の損害の一部請求として上記５つの理由ごとに各５

万円（５請求，総額２５万円）の支払を求める。

② 原告と被告とは，取引基本契約を締結し，その上で，原告作成の設

計図による製品を，原告が有限会社北栄興業において製造させて被告

に納入する旨の合意をしたにもかかわらず，原告作成の設計図による

放電焼結装置については上記合意が履行されず，被告は，原告が作成

した図面一式を詐欺に当たる手段で取得し，南雲電装に交付して放電

焼結装置を製造させた。

被告の上記行為は，原被告間の上記製造納入合意に反する債務不履
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行に当たり，原告は，被告に対し，１億円の損害の一部請求として５

万円の支払を求める。

③ 被告は，原告作成の設計図の原告代表者署名部分を切り取り，被告

の名称欄を貼り付けて，設計図を作成し，これを複写して南雲電装に

交付した。

， （ ）被告の上記行為は 原告作成の設計図に係る原告の著作権 複製権

を侵害する不法行為に当たり，原告は，被告に対し，１５億円の損害

の一部請求として５万円の支払を求める。

④ 被告は，被告の方式で図面番号を付したいから，原告作成の設計図

及び部品図を貸してくれと言って占有し，原告に損害を被らせた。

被告の上記行為は詐欺に当たる不法行為であり，原告は，被告に対

し，１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

⑤ 被告は，被告が占有する原告作成の設計図により放電焼結装置を製

造販売し，原告に損害を被らせた。

被告の上記行為は横領に当たる不法行為であり，原告は，被告に対

し，１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

⑥ 被告は，原告作成の設計図の原告代表者署名部分を切り取り，被告

の名称欄を切り貼りして，被告の設計図を作成した。

被告の上記行為は，不法行為（私文書偽造）に当たり，原告は，被

告に対し，１５億円の損害の一部請求として５万円の支払を求める。

， ， ，(ｲ) 東京地方裁判所は 平成１９年１月３１日 前訴事件④の本訴につき

上記①に係る訴えをいずれも却下し，上記②から⑥の請求をいずれも棄

却する判決をした。

各請求に対する判示は，要旨次のとおりである。

ａ 上記①の各請求について

上記①の各請求は，前訴事件①及び前訴事件②における請求と同一
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の不法行為による損害賠償請求権に基づく請求であり，前訴事件①及

び前訴事件②において数量的一部請求であったことから，その残部請

求をしているものであって，実質的に，前訴事件①及び前訴事件②で

認められなかった請求及び主張を蒸し返すものであるといわざるを得

ず，前訴事件①及び前訴事件②の確定判決によって同請求権の全部に

ついて紛争が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に二重の

応訴の負担を強いるものということができる。

そうすると，前訴事件①及び前訴事件②において敗訴した原告が，

本件特許異議申立てが不法行為を構成すると主張して損害賠償請求の

， 。訴えを提起することは 信義則に反して許されないというべきである

ｂ 上記②の請求について

原告主張に係る事実を裏付ける証拠は何ら提出されておらず，これ

らを認めることはできないから，上記②の請求に係る主張は認められ

ない。

ｃ 上記③の請求について

原告主張に係る事実を認めるに足りる証拠はなく，これを認めるこ

とはできない。また，原告作成の設計図と被告の設計図とは，細部に

おいて異なるものであり，被告の設計図が原告作成の設計図を複写し

て作成された複製物であるということもできないから，上記③の請求

に係る主張は認められない。

ｄ 上記④の請求について

原告の主張に係る事実を裏付ける証拠はない上，その他，詐欺の不

法行為の成立を基礎付ける具体的な主張もないから，上記④の請求に

係る主張は認められない。

ｅ 上記⑤の請求について

原告の主張に係る事実を裏付ける証拠は提出されておらず，原告の



- 9 -

主張する不法行為の成立を認めることはできないから，上記⑤の請求

に係る主張は認められない。

ｆ 上記⑥の請求について

原告の主張に係る事実を裏付ける証拠は提出されておらず，原告の

主張する不法行為の成立を認めることはできない。また，被告におい

て作成したと原告が主張する設計図の右下隅には，図面の番号や型式

番号等が記載されるとともに，被告の名称が大きく英語表記で記載さ

れており，これによって，上記設計図は被告作成名義のものであると

解され，被告が被告作成名義のものを作成したとすれば，偽造の問題

が生じる余地はないから，上記⑥の請求に係る主張は認められない。

カ 知的財産高等裁判所平成１９年(ネ)第１００１５号事件（以下「前訴事

件④控訴事件」という （乙６，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件④の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判

所に控訴した。原告は，控訴審において，上記①に係る訴え（５請求）

を取り下げて，新たに，下記⑦の請求（５請求）を択一的に請求した。

⑦ 本件特許の出願に関する平成７年３月１４日付けの手続補正に係る

事項は，実公昭４６－５２８９号公報等により本件特許の出願時にお

いて周知，慣用であったから要旨変更に当たらないこと等５つの理由

により本件取消決定は無効とされるべきものであり，被告による本件

， ，特許異議申立ては権利の濫用として５個の不法行為を構成し 被告は

小型ＳＰＳ（放電プラズマ焼結機 ･ ）を製DR.SINTER LAB,SPS-510L

造販売して一台当たり少なくとも５０万円以上の利益を得た。

原告は，被告に対し，不法行為による損害賠償として，上記小型Ｓ

ＰＳの製造販売に係る損害金各５万円（５請求，総額２５万円）の支

払を択一的に求める。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成１９年８月２８日，前訴事件④の本訴に
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つき，上記②から⑥の請求に係る控訴をいずれも棄却し，控訴審におい

て追加された上記⑦に係る訴えをいずれも却下する判決をした。

上記②から⑦の各請求に対する判示は，要旨次のとおりである。

ａ 上記②の請求について

取引基本契約のほかに，原告が主張する製造納入合意のような具体

的な合意が存在したことを認めるに足りる証拠はないから，原告が主

張する製造納入合意があったことを認めることはできない。上記製造

納入合意が認められない以上，被告が原告から図面を詐欺に当たる手

段で取得したとの主張はその前提を欠くことになる上，被告が図面一

式を原告から詐欺に当たる手段で取得したと認めるに足りる証拠もな

い。

ｂ 上記③の請求について

原告作成に係る設計図には，表現上の創作性が認められず，原告の

著作権侵害の主張は，前提を欠き失当というほかない。

ｃ 上記④の請求について

被告が原告に対し具体的な放電焼結装置の製造の発注を行ったこと

を認めることはできず，被告が原告の主張する製造納入合意をしたと

認めることはできない。また，原告も記名押印した取引基本契約の第

１９条には，原告が作成した図面等の所有権は被告に帰属する旨の規

定が存在するから，原告が作成した図面等の所有権は被告に帰属する

ことを原告も同意していたものであり，原告が平成６年１０月１４日

に被告から図面コピー一式の送付を受けた際やその後においても，図

面原紙を返してもらっていない旨直ちに異議を申し出た形跡もない。

以上に照らせば，被告の詐欺行為を認めることはできないから，上

記④の請求は理由がない。

ｄ 上記⑤の請求について
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上記ｃの説示に照らせば，被告が図面原紙を騙し取って占有してい

るから横領による不法行為が成立する旨の原告の主張は採用すること

ができず，上記⑤の請求は理由がない。

ｅ 上記⑥の請求について

本件全証拠によっても，原告主張に係る事実を認めるに足りる証拠

はない。認定に係る事実経過等に照らせば，当時，被告が原告の図面

に対し修正，加筆等を行うことは当事者間の当然の了解事項であった

とみることができるから，結局，被告が，原告の署名を切り取り，設

計図に貼り付けて原告の署名とするという行動をとる動機自体も認め

ることができない。

以上によれば，上記⑥の請求は理由がない。

ｆ 上記⑦の各請求について

， ，上記①の各請求及び上記⑦の各請求を子細に検討すると いずれも

結局は被告が本件特許異議申立てをしたことが権利濫用として許され

ないから不法行為に該当する，というものであるところ，上記①に係

る訴えを提起することが，前訴事件①及び前訴事件②との関係で信義

則に反して許されないとした１審判決の理由及び判断は正当である。

そして，上記⑦の各請求も，上記信義則の適用との関係では上記①

の各請求と実質的な差異はないと解されるから，原告が上記⑦に係る

訴えを提起することも，前訴事件①及び前訴事件②との関係で信義則

に反し，不適法である。

(ｳ) 前訴事件④に関する判決は確定している。

（ 「 」キ 東京地方裁判所平成１９年(ワ)第１７９５９号事件 以下 前訴事件⑤

という （乙７，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 前訴事件⑤は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

（著作権侵害）に基づき，損害賠償金１０万円の支払を求めた事案であ
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る。

原告は，平成６年９月，原告が設計したＳＰＳ－Ｓ５０２放電プラズ

マ焼結機を発注するか否かの検討のため，被告に対し，原告が作成した

図面の写しを交付した。その後，被告から，図面の修正，加筆等が必要

であるとして，図面の原紙の交付を要請されたため，原告は，図面の原

紙は原告に返却されるものと信じて，図面の原紙を被告に交付した。し

かしながら，被告は，図面の原紙を毀棄した。

原告が被告に交付した図面は著作物であり，原告は同図面に係る著作

権を有し，被告の上記図面の毀棄行為は，原告の著作権を侵害するもの

であり，不法行為に当たる。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成１９年１２月１２日，仮に，原告が被告に交

付した図面に著作物性が認められたとしても，著作物が固定された有形

物である上記図面の毀棄行為は，その著作物についての著作権を侵害す

ることにはならないから，原告の主張は失当であるとして，原告の請求

を棄却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件⑤に関する判決は確定している。

（ 「 」ク 東京地方裁判所平成１９年(ワ)第２２８３４号事件 以下 前訴事件⑥

という （乙８，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 前訴事件⑥は，原告が，原被告間の訴訟である知的財産高等裁判所平

成１９年（ネ）第１００１５号事件（前訴事件④控訴事件）において，

被告が，虚偽の主張又は錯誤により誤った主張をしたため，裁判所を錯

， ，誤に陥らせ 原告の請求を棄却する旨の誤った判断をさせたものであり

被告の上記行為は不法行為を構成するとして，被告に対し，不法行為に

基づき，損害賠償金１０万円の支払を求めた事案である。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成１９年１２月１２日，前訴事件④控訴事件に

おける被告の主張が虚偽又は錯誤により誤ったものであること，上記事
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件における裁判所の判断が，被告が提出した証拠を誤って採用したため

にされたものであることを窺わせる証拠はないとして，原告の請求を棄

却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件⑥に関する判決は確定している。

（ 「 」ケ 東京地方裁判所平成１９年(ワ)第２３４５９号事件 以下 前訴事件⑦

という （乙９）。）

(ｱ) 前訴事件⑦は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

， 。に基づき 損害賠償金の一部として１０万円の支払を求めた事案である

ａ 原告は 「ＳＰＳ－Ｓ５０２放電プラズマ燒結機」の設計図を作成，

した。この設計図は著作物であり，その著作権は原告に帰属する。

ｂ 被告は，平成６年１０月７日，原告に対し，上記設計図を修正・加

筆等するので図面原紙を送付するように要請して，これを被告に送付

させ，その後，上記図面から著作者である原告の署名欄を切除して著

作者名の表示を被告の名称に改変した上，改変後の設計図の複製物を

， ，南雲電装等に頒布して 設計図に係る放電プラズマ焼結機を製造させ

被告名義で販売した。

被告が，上記設計図の著作者名表示を改変し，その複製物を頒布し

た行為は著作権法１２１条に該当する。

ｃ 被告が上記設計図に係る放電プラズマ焼結機を南雲電装に製造させ

たことにより，原告は約１５０万円の得べかりし利益を失った。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成２０年３月１１日，原告の上記主張を，氏名

表示権（著作権法１９条）若しくは複製権（同法２１条）の侵害行為又

は著作権等の侵害とみなす行為（同法１１３条１項２号）があったこと

を選択的に，又は併合して不法行為として主張しているものと理解する

ことができるとした上で，被告の主張する抗弁（消滅時効）について判

断し，仮に，原告の主張する被告の行為が何らかの不法行為に該当する
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としても，それに基づく原告の損害賠償請求権は，時効によって消滅し

たものであるとして，原告の請求を棄却する判決をした。

コ 知的財産高等裁判所平成２０年(ネ)第１００４０号事件（以下「前訴事

件⑦控訴事件」という （乙１０，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑦の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判

所に控訴した。なお，原告は，控訴審において，１審における被告が著

作権を侵害したとする民法７０９条に基づく請求を，被告の被用者が著

作権を侵害したとする民法７１５条１項本文に基づく請求に，交換的に

変更した。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成２０年７月２３日，被告の主張する抗弁

（消滅時効）について判断し，原告の主張に係る損害賠償請求権は時効

によって消滅したものであるとして，原告が控訴審において交換的に変

更した訴えに係る請求を棄却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件⑦に関する判決は確定している。

（ 「 」サ 東京地方裁判所平成１９年(ワ)第２３４６０号事件 以下 前訴事件⑧

という （乙１１）。）

(ｱ) 前訴事件⑧は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

に基づき，損害賠償金１０万円の支払を求めた事案である。

ａ 原告は，平成６年９月ころ，被告に対し，被告が原告の設計したＳ

ＰＳ－Ｓ５０２放電プラズマ焼結機を発注するか否かを検討するた

め，同放電プラズマ焼結機の設計図の写しを交付した。

原告は，同年１０月７日，被告から，図面の修正，加筆等が必要で

あるとして，上記設計図の原紙を交付するように要請されたため，上

記設計図に自ら修正，加筆をした設計図を作成し，その原紙を被告に

送付した。また，原告は，被告の要請に応じて，上記放電プラズマ焼

結機の部品図５０枚を作成し，被告に送付した。



- 15 -

ｂ 被告は，５０枚の上記部品図の中から無作為に１枚を選び，その部

品図の中の原告の署名部分を切除し，これを原告作成に係る上記設計

図に貼り付けて，設計図を作成した。この設計図の右下の四角く縁取

りされた部分の中の「ＤＲＡＷＮ ＢＹ」と題する欄には，原告の署

名が記載されている。

被告の上記行為は私文書偽造に該当し，不法行為が成立する。

ｃ 原告は，被告が上記偽造に係る設計図と原告作成に係る上記部品図

５０枚を用いて，ＳＰＳ－５１０Ｌ住石放電プラズマ焼結機を製造，

販売して１０万円以上の利益を得たことにより，同額の得べかりし利

益を失った。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成２０年２月２２日，原告の前訴事件⑧に係る

訴えは，前訴事件④及び前訴事件④控訴事件における損害賠償請求と同

一の不法行為に基づく損害賠償請求の残部を請求するものであり，前訴

事件④及び前訴事件④控訴事件で認められなかった請求及び主張を蒸し

返すものにほかならず，上記前訴の確定判決によって紛争が解決された

との被告の合理的期待に反し，被告に更なる応訴の負担を強いるもので

あり，信義則に照らして許されないとして，原告の訴えを却下する判決

をした。

シ 知的財産高等裁判所平成２０年(ネ)第１００３４号事件（以下「前訴事

件⑧控訴事件」という （乙１２，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑧の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判

所に控訴した。原告は，控訴審において，次のとおり主張を付加した。

被告は，原告が被告に送付した原告部品図５０枚のうちの１枚の原告

の署名を冒用し，原告設計図の「ＳＰＳ－Ｓ５０２ 放電プラズマ焼結

機 Ｓ＝１／２ ９４，９，１９ 甲」を「ＤＲＡＷＩＮＧ ＮＯ Ｎ

Ｋ－１５２６ 「ＤＲＡＷＮ ＢＹ 甲 「Ｓｕｍｉｔｏｍｏ Ｃｏ」， 」，
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ａｌ Ｍｉｎｉｎｇ Ｃｏｍｐａｎｙ Ｌｔｄ 」等との文詞に改変し．

て，設計図を作成したから，有印私文書偽造罪が成立し，被告は，原告

に対し，不法行為による損害賠償をする義務がある。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成２０年７月１６日，１審判決と同様の理

由により，前訴事件⑧に係る訴えは，信義則に照らして許されないもの

として，控訴を棄却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件⑧に関する判決は確定している。

（ 「 」ス 東京地方裁判所平成１９年(ワ)第２３９５１号事件 以下 前訴事件⑨

という （乙１３）。）

(ｱ) 前訴事件⑨は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，債務不履

行による損害賠償金の一部として１０万円の支払を求めた事案である。

原告は，平成３年５月２７日，被告との間で，原告代表者の設計に係

る放電焼結機を原告が製造し，被告に納入する旨の契約を締結した。

被告は，平成６年１０月７日，原告に対し，図面に加筆修正を要する

として，上記放電焼結機の設計図の原紙を交付するように求めた。原告

は，設計図の原紙は返却されるものと信じて，これを被告に送付した。

被告は，原告から取得した設計図の制作者名称欄を原告から被告に改

変した上，これを南雲電装等に頒布し，南雲電装に放電焼結機を製造納

品させた。

被告の上記行為は，原被告間の上記契約の債務不履行に当たり，原告

， 。は 被告に製造納入することにより得られた１５０万円の利益を失った

， ， ，(ｲ) 東京地方裁判所は 平成２０年４月２４日 前訴事件⑨に係る訴えは

前訴事件④控訴事件，前訴事件⑤，前訴事件⑦及び前訴事件⑧等におい

て認められなかった請求及び主張を蒸し返すもの，あるいは，これら先

行訴訟（確定したものを除く ）と重複するものであり，信義則ないし。

二重起訴の禁止規定に抵触するもので不適法であるとして，これを却下
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する判決をした。

セ 東京高等裁判所平成２０年(ネ)第２９１２号事件（以下「前訴事件⑨控

訴事件」という （乙１４，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑨の上記１審判決を不服として，東京高等裁判所に

控訴した。

， ， ，(ｲ) 東京高等裁判所は 平成２０年８月２６日 前訴事件⑨に係る訴えは

信義則に反して許されないというべきであり，また，原告は，１０年以

上前の被告との間の放電焼結機の製造等についての契約関係に係る紛争

を蒸し返し，一部請求とするなど形式的に訴訟物が異なるものとして，

勝訴の見込みのない訴訟を繰り返して提起しているものであり，前訴事

件⑨に係る訴えも，その一環として提起されたものと認められ，訴権を

， 。濫用するものとしても不適法であるとして 控訴を棄却する判決をした

(ｳ) 前訴事件⑨に関する判決は確定している。

（ 「 」 。）ソ 東京地方裁判所平成２０年(ワ)第４号事件 以下 前訴事件⑩ という

（乙１５）

(ｱ) 前訴事件⑩は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

に基づき，損害賠償金４０万円の支払を求めた事案である。

原告は，平成６年９月ころ，被告において原告の設計したＳＰＳ－Ｓ

５０２放電プラズマ焼結機の製造を原告に発注するか否かを検討するた

め，被告に対し，上記放電プラズマ焼結機の設計図及び部品図の写しを

交付した。

原告は，同年１０月７日，被告から，図面の修正，加筆等が必要であ

るとして，上記設計図及び部品図の原紙を交付するように要請されたた

め，上記設計図及び部品図にそれぞれ自ら修正，加筆をした設計図及び

部品図５０枚を作成し，これらの原紙を被告に送付した。原告は，被告

に対し，上記図面の返却を求めたものの，被告は，これを返却せず，図
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面を毀棄した。

被告の上記行為は，原告の所有権に対する侵害に当たり，不法行為が

成立する。

原告は，被告が上記図面を毀棄したことにより，放電プラズマ焼結機

の受注活動を阻止され，４０万円以上の得べかりし利益を失った。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成２０年５月２３日，原被告間において平成６

年１月１４日に締結された取引基本契約には，注文品又は請負の実施に

付帯して作成された原告の図面，技術資料等の所有権は被告に帰属する

旨の規定があり，上記図面は，請負の実施に付帯して作成された原告の

， ，図面に該当するから その所有権は被告に帰属すると認められるとして

原告の請求を棄却する判決をした。

タ 知的財産高等裁判所平成２０年(ネ)第１００５３号事件（以下「前訴事

件⑩控訴事件」という （乙１６，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑩の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判

所に控訴した。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成２０年１０月２０日，前訴事件⑩に係る

請求は理由がなく，これと結論を同じくする１審判決は相当であるとし

て，控訴を棄却する判決をした。

(ｳ) 前訴事件⑩に関する判決は確定している。

チ 東京地方裁判所平成２０年(ワ)第７４１６号事件，同第１１２７７号反

訴事件（以下「前訴事件⑪」という （乙１７）。）

(ｱ) 前訴事件⑪の本訴は，原告が，同人の有していた本件特許に対して被

告がした本件特許異議申立ては権利の濫用であり不法行為に当たるとし

て（すなわち，本件特許の出願に関する平成７年３月１４日付けの手続

補正に係る事項は，実公昭４６－５２８９号により公知であり，上記補

正は要旨変更には該当せず，本件取消決定における取消理由は理由がな
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いから，本件特許異議申立ては権利の濫用であり許されないとして ，）

被告に対し，不法行為に基づき，８８５万円の損害の一部請求として１

０万円の支払を求めた事案である。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成２０年９月３０日，前訴事件⑪の本訴請求に

係る訴えは，実質的には，前訴事件①，前訴事件②で認められなかった

請求及び主張を蒸し返すものであり，上記各前訴事件の確定判決によっ

て紛争が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に二重の応訴の

負担を強いるものであって，信義則に反して許されないとして，これを

却下する判決をした。

ツ 知的財産高等裁判所平成２０年(ネ)第１００７９号事件（以下「前訴事

件⑪控訴事件」という （乙１８，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑪の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判

所に控訴した。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成２１年１月２９日，前訴事件⑪の本訴請

， ，求に係る訴えは 信義則に反する不適法なものとして却下すべきであり

これと結論を同じくする１審判決は相当であるとして，控訴を棄却する

判決をした。

(ｳ) 前訴事件⑪に関する判決は確定している。

テ 東京地方裁判所平成２０年(ワ)第８８３６号事件（以下「前訴事件⑫」

という （乙１９）。）

(ｱ) 前訴事件⑫は，原告が，次のとおり主張して，不法行為に基づき，損

害賠償金の一部として１０万円の支払を求めた事案である。

ａ 原告は，被告から放電プラズマ焼結機の発注を得るため，原告が設

， 。計した放電プラズマ焼結機の設計図の写しを 被告に対して交付した

被告は，原告に対し，平成６年１０月７日付けファックスで 「図，

面修正，加筆等ありますので図面原紙宅急便で送って下さい 」と要。
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。 ， ， ， ，求した そこで 原告は 上記設計図に加筆修正を加え 被告に対し

訂正後の図面の原紙を送付した。また，原告は，被告に対し 「ＮＫ，

－１５２６ ＳＰＳ－Ｓ５０２放電プラズマ燒結機」と題する書面に

名称等が掲記された部品図面合計５０枚の原紙を送付した。

上記訂正図面及び部品図面（各原紙）の所有権は原告に帰属する。

しかしながら 被告は 原告に対し 上記訂正図面及び部品図面 各， ， ， （

原紙）を返却しなかった。

被告は，原告に無断で，原告に対して図面代を支払わないで占有し

ていた原告の所有物である上記訂正図面及び部品図面を複製した上，

南雲電装等に頒布し，放電プラズマ焼結機を製造させた上，これを販

売した。

ｂ 被告による上記行為は，上記訂正図面及び部品図面の横領（刑法２

５２条１項）に該当する不法行為である。

原告は，放電プラズマ焼結機を被告へ卸売りすることにより１台当

たり１５０万円の利益を得ることを見込んでいたが，被告の上記行為

により，原告は，放電プラズマ焼結機１台当たり１５０万円の得べか

りし利益を失った。

， ， ，(ｲ) 東京地方裁判所は 平成２０年８月２８日 前訴事件⑫に係る訴えは

実質的に，前訴事件④及び前訴事件④控訴事件で認められなかった請求

及び主張を蒸し返すものであり，上記控訴事件の確定判決によって紛争

が解決されたとの被告の合理的期待に反し，被告に二重の応訴の負担を

強いるものであって，信義則に反し許されないとして，これを却下する

判決をした。

ト 知的財産高等裁判所平成２０年(ネ)第１００６７号事件（以下「前訴事

件⑫控訴事件」という （乙２０，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑫の上記１審判決を不服として，知的財産高等裁判
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所に控訴した。

(ｲ) 知的財産高等裁判所は，平成２０年１１月２６日，前訴事件⑫に係る

訴えは，信義則に反する不適法なものとして却下すべきであり，これと

結論を同じくする１審判決は相当であるとして，控訴を棄却する判決を

した。

(ｳ) 前訴事件⑫に関する判決は確定している。

（ 「 」ナ 東京地方裁判所平成２０年(ワ)第２６７２２号事件 以下 前訴事件⑬

という （乙２１）。）

(ｱ) 前訴事件⑬は，原告が，次のとおり主張して，被告に対し，不法行為

， 。に基づき 損害賠償金の一部として１０万円の支払を求めた事案である

ａ 被告は，平成６年１０月７日，原告に対し，放電焼結機の設計図に

， 。 ，加筆修正等の必要があるとして 設計図原紙の送付を求めた 原告は

被告が修正，加筆後に設計図原紙を返却する旨約したので，被告に対

し，設計図原紙を送付した。

しかしながら，被告は，原告の作成に係る放電プラズマ焼結機の部

品図から原告の代表者名である「甲」の署名部分を切除し，これを原

告が作成した設計図に貼り付けた上，これに基づき南雲電装に放電プ

ラズマ焼結機を製造させ，原告から交付を受けた設計図原紙を毀棄し

た。

ｂ 被告は，原被告間の東京地方裁判所平成１８年（ワ）第１７６４４

号事件（前訴事件③）において，上記設計図には 「 ＤＲＡＷＮ，『

ＢＹ 甲』と記載されており，何ら原告の著作権（著作者人格権）を

侵害するものではない 」旨主張した。。

ｃ 被告の上記ｂの行為は，原告の名称を冒用するものであるから，私

文書偽造に当たる。この被告の不法行為により，原告には，被告が原

告代表者の設計に係る放電プラズマ焼結機を販売するたびに損害が継
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続して発生したが，そのうちの１台につき１０万円を請求する。

(ｲ) 東京地方裁判所は，平成２０年１２月２５日，前訴事件⑬に係る訴え

は，原告が被告との間で解決済みの紛争を蒸し返そうとして提起された

ものであり，確定判決によって原告との間の紛争が解決されたとの被告

の合理的な期待に反し，被告に再度の応訴の負担を強いるものというべ

きであって，信義則に反して許されないとして，これを却下する判決を

した。

ニ 東京高等裁判所平成２１年(ネ)第５８５号事件（以下「前訴事件⑬控訴

事件」という （乙２２，弁論の全趣旨）。）

(ｱ) 原告は，前訴事件⑬の上記１審判決を不服として，東京高等裁判所に

控訴した。

， ， ，(ｲ) 東京高等裁判所は 平成２１年３月１９日 前訴事件⑬に係る訴えは

不適法なものであって却下すべきであるとして，控訴を棄却する判決を

した。

(ｳ) 前訴事件⑬に関する判決は確定している。

３ 本訴についての当事者の主張

( ) 原告の主張1

ア 請求原因

原告は，平成３年５月２７日，被告との間で，原告代表者設計に係る放

電焼結機及び放電焼結機にワークを出し入れするワークローダーを原告が

被告に製造納入する旨の契約（以下「本件契約」という ）を締結した。。

被告は，平成６年１０月７日，放電焼結機の図面の修正，加筆の必要が

あるとして，原告に対し，放電焼結機の設計図と部品図５０枚の原紙の交

付を求めた。原告は，図面の修正，加筆は原告がすると言ったが，原告が

被告に製造納入する放電焼結機，ワークローダーの設計図等の図面を被告

が修正，加筆することは了解事項であったため，原告において既に修正，
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加筆した設計図及び部品図５０枚の原紙を被告に送付した。ところが，被

告は，修正，加筆することなく，放電焼結機の設計図及び部品図５０枚の

原紙を複製し，南雲電装に頒布して放電焼結機を製造させ，これを被告名

で販売した。

被告の上記行為は本件契約に違反するものであり，この契約違反は被告

の故意又は過失によってされたものである。原告は，被告の契約違反（債

務不履行）によって，１０万円（放電プラズマ焼結機１台を製造販売する

ことにより得られた利益額）の損害を受けた。

イ 被告の本案前の主張に対する反論

(ｱ) 被告は本案前の答弁をするのみで本案の答弁及び請求原因に対する認

否をしないため，被告は原告の主張を自白したものとみなされる（民訴

法１５９条１項 。）

(ｲ) 被告が従前の訴訟として指摘する各判決は，本訴の請求原因に基づく

請求についての判決ではないから，既判力に抵触せず，本訴を却下する

理由にならない。

また，被告が従前の訴訟として指摘する各判決の多くには再審事由が

あり，再審事件等において係争中であるため，本訴を却下する理由にな

らない。

( ) 被告の主張2

原告は，被告に対し，第２の２の「前提となる事実」( )記載の各損害賠3

償請求訴訟を提起（控訴提起を含む ）したが，これらの事件は，いずれも。

請求棄却，訴え却下，控訴棄却により原告の敗訴が確定している。また，原

告は再審事件も提起している。

これらの訴訟は，原告が有していた本件特許に関して，被告が本件特許異

議申立てをしたことが不法行為に該当するとして損害賠償を請求した訴訟で

あるか，あるいは，原告が作成した設計図に関して，被告が，名称欄を改変
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した（私文書偽造に該当する行為をした）とか，設計図を詐取，横領，毀棄

したとか，設計図に係る放電焼結装置を製造販売した等主張して，これらの

行為が不法行為又は債務不履行に該当するとして損害賠償を請求した訴訟で

あり，本訴は，後者の類型に該当するものである。

しかしながら，上記一連の訴訟において原告の主張は排斥されているので

あり，本訴に係る訴えは，これらの訴訟における原告の主張を蒸し返すもの

であるから，信義則に反するものとして却下されるべきである。

４ 反訴についての当事者の主張

( ) 被告の主張1

原告は，被告に対し，第２の２の「前提となる事実」( )記載の各損害賠3

償請求訴訟を提起（控訴提起を含む ）した。。

本訴に係る訴えは，原告の敗訴判決が確定している前訴事件④ないし前訴

事件⑬（これらの控訴事件を含む ）に係る訴えと実質的に同一であり，原。

， 。告が本訴を提起しこれを維持したことは 被告に対する不法行為に該当する

被告は，本訴の応訴のために，弁護士費用として２１万円の出費を余儀な

くされ損害を被った。

( ) 原告の主張2

ア 被告の主張は否認ないし争う。

イ 被告が従前の訴訟として指摘する各判決の請求原因は，本訴の請求原因

と関係がなく，また，再審事由があって係争中であるから，反訴請求に理

由はない。

本訴の請求額を超える弁護士費用の請求は，反訴を提起するための訴訟

代理人と依頼者である被告との馴れ合いによるもので違法である。

第３ 当裁判所の判断

１ 本訴について

( ) 本訴における原告の請求は，要するに，原告が，平成６年１０月７日，被1
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告から，図面の修正，加筆の必要があるとして放電焼結機の設計図と部品図

， ， ，５０枚の原紙の交付を求められたため 被告に対し 原告において既に修正

， ， ，加筆した設計図及び部品図の原紙を送付したものの 被告が これらを修正

加筆することなく，設計図及び部品図の原紙を複製し，南雲電装に頒布して

放電焼結機を製造させ，これを被告名で販売したという主張事実を前提に，

被告の行為が放電焼結機等の製造納入に関する本件契約に違反するとして，

債務不履行による損害賠償請求権に基づき，放電焼結機１台を製造販売する

ことにより得られた利益額１０万円の損害賠償を求めるものである。

( ) この点，第２の２「前提となる事実」( )記載のとおり，原告は被告に対2 3

し本件特許に関連する多くの訴訟を提起しているが，以下のとおり，本訴と

同様の主張事実を前提とするいずれの訴訟についても原告の敗訴が確定して

いる。

ア 原告は，前訴事件④において，上記( )の主張事実を前提に，被告の行1

為が詐欺又は横領に当たる不法行為を構成すると主張して，損害賠償請求

をしたものの，請求棄却の判決がされ，前訴事件④控訴事件においても，

控訴棄却の判決がされた。

イ 原告は，前訴事件⑫において，上記( )の主張事実を前提に，被告の行1

為が横領に当たり不法行為を構成すると主張して，損害賠償請求をしたも

のの，前訴事件⑫に係る訴えは，実質的に前訴事件④及び前訴事件④控訴

事件で認められなかった請求及び主張を蒸し返すものであって，信義則に

反して許されないとして，却下判決がされ，前訴事件⑫控訴事件において

も，控訴棄却の判決がされた。

， ， ，ウ 原告は 前訴事件③の予備的請求 前訴事件④及び前訴事件⑦において

上記( )の主張事実を前提に，被告が設計図の原告の署名を被告の署名に1

貼り替えた（改変した）旨主張して，被告の行為が著作権侵害に当たり不

法行為を構成するとして，損害賠償請求をしたものの，前訴事件③におい
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ては併合の要件を欠き許されないとして却下判決がされ，前訴事件④及び

前訴事件⑦においては請求棄却の判決がされ，前訴事件④控訴事件及び前

， ， 。訴事件⑦控訴事件においても 控訴棄却の判決 請求棄却の判決がされた

エ 原告は，前訴事件⑧において，上記( )の主張事実を前提に，被告が部1

品図の中の原告の署名部分を切除しこれを設計図に貼り付けた旨主張し，

被告の行為が私文書偽造に当たり不法行為を構成するとして，損害賠償請

求をしたものの，前訴事件④及び前訴事件④控訴事件で認められなかった

請求及び主張を蒸し返すものであって，信義則に反して許されないとして

却下判決がされ，前訴事件⑧控訴事件においても，控訴棄却の判決がされ

た。

また，原告は，前訴事件⑨においても，上記( )の主張事実を前提に，1

被告が設計図の原告の署名を被告の署名に改変した旨主張し，被告の行為

が債務不履行に当たるとして，損害賠償請求をしたものの，前訴事件④控

訴事件，前訴事件⑤，前訴事件⑦及び前訴事件⑧等で認められなかった請

求及び主張を蒸し返すもの，あるいは先行訴訟と重複するものであって，

信義則ないし二重起訴の禁止規定に抵触するもので不適法であるとして却

， ， 。下判決がされ 前訴事件⑨控訴事件においても 控訴棄却の判決がされた

オ 原告は，前訴事件⑤において，上記( )の主張事実を前提に，被告が交1

付を受けた図面の原紙を毀棄した旨主張し，被告の行為が著作権侵害に当

たり不法行為を構成するとして，損害賠償請求をしたものの，請求棄却の

判決がされた。

また，原告は，前訴事件⑩においても，上記( )の主張事実を前提に，1

被告が交付を受けた図面の原紙を毀棄した旨主張し，被告の行為が所有権

侵害に当たり不法行為を構成するとして，損害賠償請求をしたものの，請

求棄却の判決がされ，前訴事件⑩控訴事件においても控訴棄却の判決がさ

れた。
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( ) このような上記各前訴事件の請求内容からすると，原告は，同一の主張事3

実を前提とする実質的に同一の紛争を蒸し返して，一部請求にしたり，あえ

て法律構成を変えるなどしたりすることによって形式的に訴訟物を異なるも

のにして，勝訴の見込みのない訴訟を繰り返し提起しているというべきであ

り，本訴に係る訴えも，上記の一環として提起されたものであると認められ

る。

そうすると，本訴に係る訴えは，既に請求棄却又は訴え却下の判決が確定

して解決済みの事件について，あえて上記各前訴事件と実質的に同一の請求

及び主張を蒸し返すものであり，各前訴事件の確定判決によって紛争が解決

されたとの被告の合理的期待に反し，被告に重ねて応訴の負担を強いるもの

であるといえるから，原告が本訴に係る訴えを提起することは訴権の濫用に

当たり，許されないというべきである。

( ) 以上のとおり，本訴に係る訴えは，不適法な訴えであるから，却下される4

べきものである。

２ 反訴について

( ) 民事訴訟を提起した者が敗訴の確定判決を受けた場合において，当該訴訟1

において提訴者の主張した権利又は法律関係が事実的，法律的根拠を欠くも

のである上，提訴者が，そのことを知りながら又は通常人であれば容易にそ

のことを知り得たといえるのにあえて訴えを提起したなど，訴えの提起が裁

判制度の趣旨目的に照らして著しく相当性を欠くと認められるときは，当該

訴えの提起自体が相手方に対する不法行為を構成するものと解するのが相当

である（最高裁昭和６３年１月２６日第三小法廷判決・民集４２巻１号１頁

参照 。そして，この理は，当該敗訴の確定判決に係る訴えの提起自体につ）

いての不法行為の該当性を判断する場合だけでなく，当該敗訴の確定判決後

の，これと実質的に同一の訴訟の提起・維持に係る不法行為の該当性を判断

する場合についても妥当するものというべきである。
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( ) 上記１で述べたとおり，原告が本訴に係る訴えを提起することは訴権の濫2

用に当たり許されないものというべきであるから，本訴請求は法律的根拠を

欠くものである。

そして，原告は，同一の主張事実を前提とする実質的に同一の紛争を蒸し

返して，一部請求にしたり，あえて法律構成を変えるなどしたりすることに

よって形式的に訴訟物を異なるものにして，勝訴の見込みのない訴訟を繰り

返し提起しているといえ，本訴に係る訴えも，この一環として提起されたも

のと認められることは，上記１( )で説示したとおりであるから，本訴は，3

原告において，その主張する権利又は法律関係が事実的，法律的根拠を欠く

ものであることを知りながらあえて提起し，これを維持したものと認められ

る。

( ) 以上によれば，原告による本訴の提起及び維持は，裁判制度の趣旨目的に3

照らして著しく相当性を欠くものというべきであるから，被告に対する不法

行為を構成すると認められる。

( ) 損害4

証拠（乙２５の１～３）及び弁論の全趣旨によれば，被告は，原告が本訴

を提起したことにより応訴を余儀なくされ，そのために被告訴訟代理人弁護

士に訴訟の追行を委任し，弁護士費用として２１万円を支払ったことが認め

られる。

上記弁護士費用相当額は，被告が自己の権利擁護のために応訴を余儀なく

され，訴訟追行を被告訴訟代理人弁護士に委任したことにより負担した弁護

士費用であり，本件事案の内容，請求額，その他本件に表れた一切の事情を

斟酌すると，２１万円全額が原告による不法行為と相当因果関係のある損害

であると認めることができる。

( ) 以上によれば，被告の原告に対する，不法行為による損害賠償請求権に基5

づく損害賠償金２１万円及びこれに対する不法行為（本訴の訴えの提起及び
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反訴提起時までの訴訟の維持）の後の日である平成２１年１０月２３日（反

訴状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延

損害金の支払を求める反訴請求は理由がある。

３ 結論

以上によれば，原告の本訴請求に係る訴えは不適法であるから却下すること

とし，被告の反訴請求は理由があるから認容することとし，主文のとおり判決

する。

東京地方裁判所民事第４０部

裁判長裁判官

岡 本 岳

裁判官

中 村 恭

裁判官

坂 本 康 博


